
（単位：千円）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計 4,021,200 3,746,855 2,316,565 668,600 761,690 0 223,525 50,820

1 R3 単 ○

松本市子育
て世帯臨時
特別給付金
（１回目）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 388,940 388,940 388,940

【こども福祉課】
①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化するなかで、
学級閉鎖等や食費等の物価高騰等により影響を受けた子育て
世帯を支援するため、市独自の特別給付金を支給するもの
②需用費、役務費、委託料、扶助費
③需用費・役務費（消耗品310千円、郵送料1,740千円、手数料
2,590千円）、委託料（システム改修費）3,800千円、扶助費（子育
て世帯臨時給付金）38,050人×10千円＝380,500千円
④・基準日時点で、松本市に住民登録があり、平成１６年４月２
日から基準日までに生まれた児童を養育する父母等
　・基準日の翌日から令和５年３月３１日までに出生した児童を
養育する父母等
　計　約38,050人
　【根拠】
　　・18歳までの児童36,357人（Ｒ4.4.1の17歳までの人口）
　　・新生児（Ｒ5.3.31生まで対象〉1,680人（3か年平均）

－ － ○ － R4.8 R5.3 給付を希望する対象者への給付
率100％

HP

新型コロナウイルス感
染症による学級閉鎖
等の影響を受けてい
る子育て世帯を支援
するため、給付金を支
給するもの。また、他
の子育て世帯を対象
とした給付金事業と同
様に、円滑に素早く支
給するため、現金給付
とするもの。

R4補正（地）

2 R3 単 ○

新型コロナ
ウイルス対
応地域公共
交通運行支
援補助金

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 88,910 88,910 88,910

【公共交通課】
①新型コロナの影響により収益の悪化が見込まれる交通事業
者（路線バス・鉄道）に、公共交通の維持のため補助するもの
②事業者への補助金
③各交通事業者からの補助要請を元に、査定・協議を行い決定
・路線バス
　算定額（年間走行距離×運行単価-運行収入等見込額-既支
援額）
　61,315千円（1,093,219キロ×448.56円-386,920千円-42,140千
円）
・地域鉄道（上高地線）
　算定額（（運行経費-運賃等収入見込額）×1/2-既支援額）
　27,595千円（（347,614千円-264,424千円）×1/2-14,000千円）
④交通事業者

以上の内容を、市ＨＰにて公開

－ ○ － － R4.4 R5.3
事業者が運行するバス路線17路
線の維持継続及び事業者が運行
する鉄道の維持継続

HP

市HPのURL
https://www.city.mats
umoto.nagano.jp/site/
covid/86857.html

R4補正（地）

3 R4 単 ○

電気料金物
価高騰対応
分給付金支
給事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 183,340 183,340 183,340

【福祉政策課】
①　コロナ禍における物価高騰対応として、夏場を在宅で過ご
す生活困窮等世帯の冷房に要する電気料金等を補填するた
め、以下の世帯に対し、１万円を支給するもの
②　③
　⑴　需用費　75万円　（消耗品34万円、印刷費41万円）
　⑵　役務費　650万円（郵送料451万円、手数料199万円）
　⑶　委託料　　　 109万円
　⑷　扶助費　1億7,500万円（17,500世帯×1万円）
　⑸　合計　　　1億8,334万円
④　生活保護世帯、住民税非課税世帯の一部

－ － ○ － R4.4 R5.3 給付を希望する対象者への給付
率100％

HP

移動が困難等の事情
により、夏場を在宅で
過ごすことが多い生活
困窮等世帯は、冷房
等の使用により電気
料金高騰の影響を受
けることから、給付金
を支給するもの。ま
た、上記の事情によ
り、できる限り簡便に、
かつ、素早く対応する
必要があるため、現金
給付とするもの。

R4補正（地）

4 R3 単 ○

観光戦略推
進事業費
（観光消費
促進キャン
ペーン）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 299,480 299,480 299,480

【観光プロモーション課】
①コロナ感染拡大により影響を受けた観光事業者への支援を
目的とした消費促進事業。電子決済（まつもとコイン）を活用す
ることで、宿泊者へ配布するクーポンを市内参加店舗のみで利
用可能とするもの。
②事務局（受託業者）への委託料
③宿泊割引150,000千円（@3,000円/50,000人）、地域クーポン
100,000千円（@2,000円/50,000人）、クーポンシステム費用4,380
千円、事務局経費等14,460千円（・人件費8,160千円・システム
導入費1,000千円・手数料2,400千円・通信費300千円・その他諸
経費2,600千円（印刷製本、マニュアル作成））、プロモーション経
費（新聞広告・CM等）22,050千円、事業管理事務費4,089千円、
消費税4,498千円
※万円単位で予算計上しているため、千円以下を端数処理しま
す。

－ － － － R4.4 R5.3
・宿泊割引利用数45,000人泊
　（消化率90％）
・デジタルクーポン利用率95％

HP R4補正（地）

5 R3 単 －

マイナン
バーカード
普及促進事
業（マイナポ
イントの上
乗せ事業）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 898,450 898,450 898,450

【市民課】
①コロナに対応した社会環境の整備を見据えた、保有者全員を
対象とした自治体マイナポイントのポイント付与によるマイナン
バーカード普及促進およびキャッシュレス決済利用促進、地域
経済活性化
②委託料
③ポイント5,000円×236,345人×目標交付率75％×ポイント申
請率90％≒797,670千円
決済サービス利用料（90,000千円）、住基システム改修費用
（2,200千円）、ポイント受取支援業務（8,580千円）
※万円単位で予算計上しているため、千円以下を端数処理しま
す。
④市（委託により実施）

－ － － － R4.11 R5.3 マイナンバーカードの交付率75％ HP R4補正（地）

6 R3 単 －

マイナン
バーカード
普及促進事
業（若者応
援事業）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 119,610 119,610 119,610

【市民課】
①コロナに対応した社会環境の整備を見据え、　特に若者（19
歳～25歳）を対象とした自治体マイナポイントのポイント付与に
よるマイナンバーカード普及促進およびキャッシュレス決済利用
促進、地域経済活性化
②委託料
③ポイント10,000円×15,948人×目標交付率75％×ポイント申
請率100％　≒119,610千円
（システム等は上記事業に含む）
※万円単位で予算計上しているため、千円以下を端数処理しま
す。
④市（委託により実施）

－ － － － R4.11 R5.3 マイナンバーカードの交付率75％ HP R4補正（地）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対象
とした給付

金等
基金

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

交付金の区
分

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

特定事業者
等支援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

補

助

・

単

独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

交付対象事
業の名称

所

管

国庫補助事業費 -                                                                                      移替先 総務省 交付限度額計 3,028,016                                                                                                                                

地方単独事業費 -                                                                                      配分予定額計 2,724,052                                                                     本省繰越希望額
（R4補正予算により措置された補助裏分（法定率事業に限る）交付限度額⑦に係る希望額）

303,964                                                                                                                                   

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された通常交付金分交付限度額⑤に係る希望額）

-                                                                                                                                           

国のR4予算分（交付限度額⑦） -                                                                                      通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑦）

-                                                                                本省繰越希望額
（R4予備費により措置された重点交付金分交付限度額⑥に係る希望額）

-                                                                                                                                           

地方単独事業費 710,220 通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑤）

599,255                                                                      

国庫補助事業費 51,470 重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑥）

574,595                                                                      

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥） 761,690 通常分　配分予定額計
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

1,550,202                                                                    

国庫補助事業費 -                                                                                      通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑦）

-                                                                               通常分　交付限度額⑦
（令和4年12月補助裏分）（国のR4予算）

303,964                                                                                                                                   

地方単独事業費 668,600 重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑥）

-                                                                               重点交付金分　交付限度額⑥
（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）

574,595                                                                                                                                   

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤） 668,600 通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑤）

-                                                                               通常分　交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

599,255                                                                                                                                   

17,625 通常分　今回配分予定額
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

54,853                                                                        小計　通常分　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

1,550,202                                                                                                                                

地方単独事業費 2,298,940 通常分
既配分額（国のR４予算・交付限度額⑦）

-                                                                               

地方公共団体名 松本市 通常分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑤）

599,255 通常分　交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

44,952

交付対象経費

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④） 2,316,565 重点交付金分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑥）

574,595 通常分　交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

54,853                                                                                                                                    

通常分　交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

199,751                                                                                                                                   

国庫補助事業費

★★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 長野県 通常分
既配分額（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

1,495,349 通常分　交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

1,250,646
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対象
とした給付

金等
基金

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

交付金の区
分

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

特定事業者
等支援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

補

助

・

単

独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

交付対象事
業の名称

所

管

7 R4 単 ○
上水道料金
負担軽減事
業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 409,960 409,960 409,960

【営業課】
①コロナ禍において、物価上昇・原油価格の高騰により影響を
受けている市民・事業者を幅広く支援するため、上水道契約の
うち家庭での契約が多い口径13mm栓の月額基本料金858円分
を、４か月間（1栓当たり858円×4か月＝3,432円)割引を実施
②水道事業会計に繰り出し、水道料金の軽減に係る費用
③
〇基本料金　上水道契約数117,752栓×3,432円（口径13mm基
本料金858円×4か月間）＝404,130千円
〇事務費　システム改修費 5,830千円
※万円単位で予算計上しているため、千円以下を端数処理しま
す。
④一般家庭、事業所（公共施設を除く）
　　※　口径13mmの契約は全契約の92.1％

－ － － － R4.4 R5.3 対象とする契約への減額実施率
100％

HP R4補正（地）

8 R4 単 ○

学校給食賄
材料補助事
業（市立小
中学校分）

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 20,020 20,020 20,020

【学校給食課】
①　コロナ禍における学校給食用食材高騰のなか、栄養摂取量
や給食の質を低下させず、また、保護者への負担増を行わない
よう、特に使用頻度が高く、値上げ幅の大きい食材料の年間使
用分についてその差額（対昨年比）を補填するもの。
②　需用費（賄材料費）
③  こめ油2,727千円（揚げ用油、調理用油）、醤油類526千円、
絹揚げ2,958千円（1人当たり1個×年8回）、油揚げ982千円（年
間2,611㎏）、たまねぎ6,217千円（年間69,081ｋｇ）、飲用牛乳
5,464千円、コッペパン1,146千円　合計20,020千円
　１人当たり年間約1,160円分の賄材料を補填
　20,020千円（上記高騰分賄材料費）÷17,280人（R4.4.1現在給
食数）
④　市立小中学校児童生徒　17,280人（R4.4.1現在給食数（教職
員は除く））

－ － － － R4.4 R5.3 値上がり補助率１００％ HP R4補正（地）

9 R3 単 －
小規模事業
者持続化支
援補助金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 18,250 18,120 18,120 130

【商工課】
①　コロナ禍においても、国の「小規模事業者持続化補助金」を
活用して地道な販路開拓・生産性向上に取り組む小規模事業
者支援として実施している「小規模事業者持続化支援補助金」
について、一般型第8回以降について制度拡充を実施
②　国補助確定日が令和４年４月１日以降の採択者に対する補
助金
③　１　補助率及び補助上限額
　(1)通常枠補助率　1/2、特別枠3/4
　(2)通常枠補助上限額　12万5千円
　　 特別枠（賃金引上げ枠、卒業枠、後継者支援枠、創業枠
　　　　　　　　75万円、インボイス枠　37万5千円）
　２　事業費
　(1)通常枠
　　 @125,000円×68件＝8,500,000円…①
　(2)賃金引上げ枠、卒業枠、後継者支援枠、創業枠
　 　@750,000円×12件＝9,000,000円…②
　(3)インボイス枠
　　 @375,000円×2件＝750,000円…③
　　事業費＝①＋②＋③＝18,250,000円
　　※事業費のうち、130,000円は一般財源を充当
④　国の「小規模事業者持続化補助金」を活用して地道な販路
開拓・生産性向上に取り組む小規模事業者

－ － － － R4.4 R5.3
環境変化に対する取組みを実施
した事業者数10事業者以上を目
指します。

HP

市HP
https://www.city.mats
umoto.nagano.jp/soshi
ki/75/4222.html

小規模事業者持続化
補助金（経済産業省）

R4補正（地）

10 R4 単 ○

原油価格高
騰対応公衆
浴場事業者
特別支援金
支給事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 4,200 4,200 4,200

【福祉政策課】
①　コロナ禍において原油や原材料等の価格高騰により経営が
圧迫され、かつ、物価統制令により入浴料金を変更することが
できない、普通公衆浴場を営む市内８事業者の経営安定化を図
るため、支援金を支給するもの
②　交付金　420万円
③　重油利用事業者の令和３年の１日当たり燃料費（7,294円）
に重油値上がり率（30％）を乗じ、1日当たり支援金（2,000円）を
算出。対象となる市内８事業者の過去５年間の平均年間営業日
数に応じ、支援金を支給
　⑴　100日以上200日未満営業
　　　100日×2,000円×1事業者＝200,000円
　⑵　200日以上300日未満営業
　　　200日×2,000円×1事業者＝400,000円
　⑶　300日以上営業
　　　300日×2,000円×6事業者＝3,600,000円
④　普通公衆浴場を営む市内８事業者

－ － － － R4.4 R5.3 給付を希望する事業者への給付
率100％

HP R4補正（地）

11 R4 単 ○

施設園芸燃
油価格高騰
対策設備導
入

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 4,510 4,510 4,510

【農政課】
①　コロナ禍における原油価格高騰を受け、石油由来の燃油等
を使用する加温設備を設置している園芸施設の省エネルギー
化を図る資材の購入等を支援
②　補助金
③　被覆資材　240㎡×2,680円/㎡×30棟×1/6＝3,216千円
　　 送風ダクト　51,000円/棟×30棟×1/6＝255千円
 　　循環扇　102,500円/台×60台×1/6＝1,025千円
　※万円単位で予算計上しているため、千円以下を端数処理し
ます。
④　加温施設を有する施設園芸農家

－ － － － R4.4 R5.3 燃油購入量の1/10を削減 HP R4補正（地）

12 R4 単 ○
肥料価格高
騰緊急対策
事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 46,570 46,570 46,570

【農政課】
①　コロナ禍において、急激な円安や主要輸出国の輸出制限に
よる原材料の高騰を受け、肥料価格が高騰し農業経営を逼迫し
ているため、農業者の経営安定を図るため購入費の支援をする
もの
②　補助金
③　465,700千円（見込購入費用）×1/10＝46,570千円
④　市内に住所を有し販売を目的に栽培している農業者又は団

－ － － － R4.7 R5.3 給付を希望する農業者への給付
率100％

HP R4補正（地）

13 R3 単 －

学校オンラ
イン授業用
配信機器整
備事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 40,830 40,830 40,830

【学校教育課】
①コロナ禍の中、全学級で教室と同じ授業のオンライン配信を
実現するため、オンライン配信に必要な機器を整備するもの
②マイクスピーカー、タブレットスタンド及び付属品の購入費
③773学級（小学校517、中学校256　※R4.5.1時点の学級数）×
52,820円（機器一式）＝40,829,860円
④市立小中学校の全学級

－ － － － R4.4 R5.3 市立小中学校学級へのオンライン
授業配信設備の整備率100％

HP R4補正（地）

14 R4 単 ○

松本市子育
て世帯臨時
特別給付金
（2回目）（重
点交付金活
用分）

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

267,050 267,050 267,050

【こども福祉課】　※事業№1とは別事業　※事業№30と同事業
①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化するなかで、
食費等の物価高騰により影響を受けた子育て世帯を支援する
ため、市独自の特別給付金を支給するもの
②需用費、役務費、委託料、扶助費
③需用費・役務費（消耗品290千円、郵送料1,510千円、手数料
2,590千円）、委託料（システム改修費）2,160千円、扶助費（子育
て世帯臨時給付金）38,050人×10千円＝380,500千円
　※うち国のR4予算分267,050千円
④・基準日時点で、松本市に住民登録があり、平成１６年４月２
日から基準日までに生まれた児童を養育する父母等
　・基準日の翌日から令和５年３月３１日までに出生した児童を
養育する父母等
　計　約38,050人
　【根拠】
　　・18歳までの児童36,357人（Ｒ4.4.1の17歳までの人口）
　　・新生児（Ｒ5.3.31生まで対象〉1,680人（3か年平均）

－ － ○ － R4.12 R5.3 給付を希望する対象者への給付
率100％

HP

新型コロナウイルス感
染症による学級閉鎖
等の影響を受けてい
る子育て世帯を支援
するため、給付金を支
給するもの。また、他
の子育て世帯を対象
とした給付金事業と同
様に、円滑に素早く支
給するため、現金給付
とするもの。

R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対象
とした給付

金等
基金

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

交付金の区
分

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

特定事業者
等支援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

補

助

・

単

独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

交付対象事
業の名称

所

管

15 R4 単 ○

電力・ガス・
食料品等価
格高騰緊急
支援給付金

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世

帯支援

280,020 280,020 280,020

【福祉政策課】
①　コロナ下の電力・ガス・食料品等の価格高騰による家計へ
の影響が大きい低所得世帯への１世帯当たり５万円の国からの
給付金に、市独自事業として１世帯当たり１万円を上乗せ支給
するもの
②　③
　⑴　需用費　44万5,000円　（消耗品33万5,000円、印刷費11万
円）
　⑵　役務費　555万5,000円（電話料5,000円、郵送料410万
5,000円、手数料144万5,000円）
　⑶　使用料　　　6万5,000円（コピー機使用料）
　⑷　委託料　　　1,395万5,000円（システム改修180万5,000円、
給付金支給事務1,215万円）
　⑸　扶助費　2億6,000万円（26,000世帯×1万円）
　⑹　合計　　　2億8,002万円
④　住民税「均等割」非課税世帯、家計急変世帯

－ － ○ － R4.11 R5.3
給付を希望する対象者への給付
率100％

HP

生活困窮等世帯は、
燃油価格高騰等によ
る物価上昇の影響が
大きいことから、給付
金を支給するもの。ま
た、緊急対応として、
できる限り素早く対応
する必要があるため、
現金給付とするもの。

R4補正（地）

16 R4 単 ○
生活困窮世
帯緊急支援
金

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世

帯支援

54,680 54,680 54,680

【福祉政策課】
①　コロナ下の電力・ガス・食料品等の価格高騰による家計へ
の影響が大きい低所得世帯への１世帯当たり３万円の県からの
給付金に、市独自事業として１世帯当たり１万円を上乗せ支給
するもの
②　③
　⑴　需用費　14万5,000円　（消耗品8万5,000円、印刷費6万
円）
　⑵　役務費　99万円（郵送料71万円、手数料28万円）
　⑶　使用料　　　5,000円（コピー機使用料）
　⑷　委託料　　　354万円（システム改修180万5,000円、給付金
支給事務173万5,000円）
　⑸　扶助費　5,000万円（5,000世帯×1万円）
　⑹　合計　　　5,468万円
④　住民税「所得割」非課税世帯、家計急変世帯

－ － ○ － R4.12 R5.3
給付を希望する対象者への給付
率100％

HP

生活困窮等世帯は、
燃油価格高騰等によ
る物価上昇の影響が
大きいことから、給付
金を支給するもの。ま
た、緊急対応として、
できる限り素早く対応
する必要があるため、
現金給付とするもの。

R4補正（地）

17 R4 単 ○

松本市高齢
者福祉施設
等価格高騰
対策支援事
業

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

640 640 640

【高齢福祉課】
①新型コロナ感染症による物価高騰の影響が長期化する中、
介護サービス事業所への影響が大きい。
県が実施する支援事業支給対象外となる、総合事業実施事業
所に対して支援金の支給を行うことで、経営の安定が見込まれ
る。
②事業者への補助金
③県の支援事業に準じた交付額
　基準単価　90,000円＋加算額 3,000円×定員数
　通所型サービスA実施事業所　５事業所　計636,000円
　　　　　 90,000円＋3,000円×12人  １事業所
  　　　　 90,000円＋3,000円×15人　２事業所
　　　　   90,000円＋3,000円×10人　２事業所
　※万円単位で予算計上しているため、千円以下を端数処理し
ます。
④総合事業通所型サービスA事業所

－ － － － R4.12 R5.3 対象となる事業所への給付率
100％

HP R4補正（地）

18 R4 単 ○

私立保育
園・幼稚園
価格高騰対
策支援事業

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

13,010 13,010 13,010

【保育課】
①コロナ下における原油価格の高騰に伴い物価が高騰する
中、私立の保育所等が安定してサービスを提供できるよう、光
熱費、給食材料費の価格高騰分を補助するもの
②補助金
③基本分（光熱費）
　 電気料金、ガス料金の高騰価格分に対して定額補助
　　・0～80人　　 100,000円×26園＝2,600,000円
　　　　　　　　　　  　（うち認可外保育施設10園含む）
　　・80～160人　250,000円× 9園＝2,250,000円
　　・160～　　　　350,000円× 6園＝2,100,000円
　 給食用材料費
　　・私立保育園・認定こども園
　 　 180円×4.0％×25日×2,030人×12月＝4,384,800円
　　・私立幼稚園
　 　 200円×4.0％×15日×  900人×12月＝1,296,000円
　　・認可外施設
　 　 180円×4.0％×25日×  175人×12月＝  378,000円
　総額　13,010千円（13,008,800円）
　　※ 単価：幼稚園3,000円/15日＝200円/日
　　　　　　　  その他4,,500円/25日＝180円/日
　　※ R4.4.1消費者物価指数 中分類「食料」:：前年同月比4.0％
    ※万円単位で予算計上しているため、千円以下を端数処理
します。
④保育園5園、幼稚園7園、認定こども園12園、

－ － － － R4.4 R5.3 支援を希望する対象事業者への
交付率100％

HP R4補正（地）

19 R4 単 ○

松本市貨物
運送事業者
等燃料高騰
対応支援金

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

94,680 94,680 94,680

【商工課】
①コロナ下における燃料価格高騰の影響を受けている市内の
中小貨物運送事業者を対象に、事業継続のための支援を行う
もの。
②交付金、事務費（消耗品費、印刷製本費、郵送料等）
③交付金　94,150千円
　・一般又は特定貨物運送事業用自動車
　　＠32千円×2,800台＝89,600千円
　・貨物軽自動車運送事業用軽自動車
　　＠7千円×650台＝4,550千円　　　　※リース含む
　事務費　  530千円（消耗品費100千円、印刷費80千円、
　　　　　　　　　　　　　　郵送料350千円）
④市内に本社又は営業所を有し、Ｒ4.4.1までに長野運輸支局に
おいて、次のいずれかの許可又は届出済の中小貨物運送事業
者
　⑴一般貨物自動車運送事業者⑵特定貨物自動車運送事業
者
　⑶貨物軽自動車運送事業者

－ － － － R4.12 R5.3 給付を希望する事業者への給付
率100％

HP R4補正（地）

20 R4 単 ○

学校給食賄
材料補助事
業（鉢盛中
学校分）

重点交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

140 140 140

【学校教育課】
①　コロナ下における学校給食用食材高騰の中、栄養摂取量や
給食の質を低下させないとともに、給食費などの保護者負担増
を行わないよう、特に使用頻度が高く、値上げ幅の大きい食材
の年間費用について、前年比較との差額を補填するもの。
②高騰した分の食材購入費（教職員は除く）（松本市・山形村・
朝日村中学校組合への負担金）
③　ケチャップ3千円、薄力粉1千円、卵不使用マヨネーズ10千
円、さば31千円、さけ184千円、ほき41千円、さわら38千円、おお
あじ21千円、鶏モモ肉小間切れ27千円、鶏むね肉小間切れ105
千円、みそ12千円、うどん27千円、中華麵13千円、スパゲッティ
5千円、コッペパン17千円、牛乳146千円

総事業費　681千円…A（上記影響額の合計）
松本市申請額　A×82人/416人=134千円
（松本市、山形村、朝日村でR4.5.1時点の生徒数に基づき按分）
※万円単位で予算計上しているため、千円以下を端数処理しま
す。
④　松本市・山形村・朝日村中学校組合立鉢盛中学校及び同校
に在籍する生徒の属する世帯

－ － － － R4.4 R5.3 値上がり補助率１００％ HP R4補正（地）

21 R3 単 －

感染症対策
事業費（保
健所感染症
対応体制確
保事業）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 110,020 110,020 110,020

【保健予防課】
①市保健所において、新型コロナウイルスの感染拡大に対応す
るため、感染者の発生登録から療養調整や患者の移送等、膨
大かつ多岐にわたる業務が発生している。そのことにより、保健
所の業務体制維持に支障をきたしていることから、業務逼迫に
よる市民生活への影響を回避するため、国庫補助対象外業務
の一部を外部委託し、持続可能な業務体制を確保するもの
②委託料（発生届処理、聞き取り調査、療養担当業務など10項
目の業務を一括で委託）
③委託料　110,020千円
④市保健所

－ － － － R4.6 R5.3 陽性者への必要な療養等の提供
100％

HP R4補正（地）



Ａ

Ｂ’ Ｂ’’ Ｂ’’’ Ｂ’’’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対象
とした給付

金等
基金

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

交付金の区
分

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

特定事業者
等支援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ Ｄ

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

補

助

・

単

独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

交付対象事
業の名称

所

管

22 R3 単 －

こどものイン
フルエンザ
予防接種助
成事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-１．医療提供

体制の強化
○ － 41,660 41,660 41,660

【健康づくり課】
①新型コロナウイルス感染症とインフルエンザの同時期の感染
拡大を回避し、新型コロナウイルス感染症患者に対する医療体
制を維持するため、生後6カ月～小学校6年生までの児童対象
のインフルエンザワクチン接種について、費用の1/2を公費で負
担し、その予防に努めるもの
②役務費、委託料
③予防接種委託料38,250千円（接種件数25,500件×1,500円）、
郵送料（接種券等）2,100千円、印刷・封入・封かん委託料1,310
千円
④市（委託により実施）

－ － － － R4.10 R5.3 接種希望者への接種率100％ HP、個人通知 R4当初（地）

23 R4 補 ○
妊娠出産子
育て支援交
付金

厚生労働省 重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

308,060 51,470 51,470 205,900 50,690

【健康づくり課】
①コロナ禍において物価高騰に直面する全ての妊婦・子育て家
庭が、医療提供体制等の制約を受ける環境であっても、安心し
て出産・子育てができるために、妊娠前から出産・子育てまで一
貫し伴走型相談支援と、妊娠時と出産後にそれぞれ５万円相当
を給付する経済的支援を一体として実施するもの
②R5.9までの実施に係る費用(年度で区切ることが困難）
・伴走型相談支援を実施する経費（人件費、需用費、使用料及
び借上料、工事請負費）
・出産・子育て応援ギフトとして給付する扶助費
・申請案内通知等発送に係る郵送料、印刷費
・健康管理システム改修費用
③伴走型相談支援(人件費、工事請負費等)…4,410千円(補助
率市1/6)、扶助費…299,000千円(補助率市1/6)、郵送料・印刷
費…780千円(補助率市1/6)、システム改修3,870千円(補助率国
10/10 上限額3,122千円)
　その他（D)　県補助金　50,690千円
④R4.4月以降妊娠・出産をした者

－ － ○ － R4.4 R5.4以降 給付を希望する対象者への給付
率100％

HP

妊娠出産に係る経済
的負担を軽減するとい
う国の方針に従い、妊
娠出産をした者を対象
とするもの。また、他
の子育て世帯を対象
とした給付金事業と同
様に、円滑に素早く支
給するため、現金給付
とするもの。

対象となる国補助のス
ケジュールにより、令
和5年2月（令和5年1月
専決補正）からの事業
開始となるため、年度
内の事業完了が見込
めないことによるも
の。

R4補正（国）

24 R3 単 ○

水道事業会
計電気料高
騰分支援事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 34,110 34,110 34,110

【総務課】
　水道施設におけるポンプの使用や浄水処理等の過程におい
て、多くの電力を消費しており、電力価格高騰により事業経費が
増大していることから、交付金を高騰分へ充当するもの
①　総括原価主義により、本来、経費高騰分は水道料金に転嫁
されるが、本交付金を活用することで、料金への転嫁が緩和さ
れ、コロナ禍における物価高騰の影響を受ける市民の負担増を
回避し、市民生活の支援を図るもの。
②　水道施設における光熱費及び動力費（高騰分のみ）
③　当初予算額：118,860千円　－　２月補正後額：152,970千円
　⇒　差額（高騰分）：34,110千円
④　水道事業会計（一般会計繰出金による）

－ － － － R4.4 R5.3
経費増額分の利用者負担（料金）
への転嫁0

HP R4補正（地）

25 R3 単 ○

下水道事業
会計電気料
高騰分支援
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 80,820 80,820 80,820

【総務課】
　下水処理場における水処理の過程やポンプ施設等において、
多くの電力を消費しており、電力価格高騰により事業経費が増
大していることから、交付金を高騰分へ充当するもの
①　本来、経費高騰分は下水道使用料に転嫁されるが、本交付
金を活用することで使用料への転嫁が緩和され、、コロナ禍に
おける物価高騰の影響を受ける市民の負担増を回避し、市民
生活の支援を図るもの。
②　下水道施設における動力費（高騰分のみ）
③　当初予算額　当初予算額　166,580千円　-　決算見込額
247,400千円
　⇒　差額（高騰分）　80,820千円
④　下水道事業会計（一般会計繰出金による）

－ － － － R4.4 R5.3 経費増額分の利用者負担（料金）
への転嫁0

HP R4補正（地）

26 R3 単 ○
スマート農
業推進事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 20,570 20,570 20,570

【農政課】
①コロナ禍において原油価格・物価高騰等の影響を受けている
農業の担い手に対し、ロボット技術やICTを活用した機械等の導
入への補助をすることで、生産性の向上や省力化・効率化を支
援するもの
②補助金
③補助申請件数13件
　1,582千円（補助金平均額）×13件＝20,570千円
※万円単位で予算計上しているため、千円以下を端数処理しま
す。
④認定農業者等

－ － － － R4.4 R5.3
補助を希望する申請者へ補助率
100％

HP R4当初（地）

27 R3 単 －

コミュニケー
ションネット
ワーク構築
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 24,600 24,600 24,600

【DX推進本部】
①コロナ下におけるオンライン会議等の増加に対応し、市役所
業務のデジタル化を進めるため、庁舎内にWi-Fi通信環境を整
備するもの
②委託料
③汎用インターネット環境構築委託業務一式　24,600千円
④市役所庁舎

－ － － － R4.4 R4.11 本庁舎、東庁者及び大手事務所
でのWi-Fi接続カバー率100％

HP R4当初（地）

28 R3 補 －

デジタル田
園都市国家
構想推進交
付金

内閣府 通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 35,250 17,625 17,625 17,625

【DX推進本部】
①ウィズコロナ下での新たな社会経済環境への対応を見据え、
地元企業のデジタル化を支援するため、個別相談やIT企業との
マッチング支援を行うとともに、庁舎内にテレビ会議やテレワー
ク等を体験できる拠点整備を行うもの
②需用費、役務費、委託料、工事請負費
③需用費（備品購入費10,470千円）、役務費（電話料50千円）、
使用料及び賃借料（使用料2,920千円）、委託料20,160千円、工
事請負費1,650千円
④市、事業者

－ － － － R4.6 R5.3 市役所へ電子請求を実施した企
業数３０社

HP R3補正（国）

29 R3 単 －
小中学校の
二酸化炭素
濃度計購入

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安

心を確保した社会経
済活動の再開

○ － 12,820 12,820 12,820

【学校教育課】
①学校における新型コロナウイルスの集団感染リスクを低減さ
せるため、小中学校の教室に二酸化炭素濃度計を設置するも
の
②備品購入費
③
教室用　8,630円×1,240台＝10,710千円
体育館、職員室用　21,170円×100台＝2,110千円
合計　12,820千円
　※万円単位で予算計上しているため、千円以下を端数処理し
ます。
④小中学校

－ － － － R4.4 R5.3 教室への設置率100％ HP R4当初（地）

30 R3 単 ○

松本市子育
て世帯臨時
特別給付金
（2回目）（国
R3予算活用
分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 120,000 120,000 120,000

【こども福祉課】　※事業№1とは別事業　※事業№14と同事業
①新型コロナウイルス感染症による影響が長期化するなかで、
食費等の物価高騰により影響を受けた子育て世帯を支援する
ため、市独自の特別給付金を支給するもの
②需用費、役務費、委託料、扶助費
③需用費・役務費（消耗品290千円、郵送料1,510千円、手数料
2,590千円）、委託料（システム改修費）2,160千円、扶助費（子育
て世帯臨時給付金）38,050人×10千円＝380,500千円
　※うち国のR3予算分120,000千円
④・基準日時点で、松本市に住民登録があり、平成１６年４月２
日から基準日までに生まれた児童を養育する父母等
　・基準日の翌日から令和５年３月３１日までに出生した児童を
養育する父母等
　計　約38,050人
　【根拠】
　　・18歳までの児童36,357人（Ｒ4.4.1の17歳までの人口）
　　・新生児（Ｒ5.3.31生まで対象〉1,680人（3か年平均）

－ － ○ － R4.12 R5.3 給付を希望する対象者への給付
率100％

HP

新型コロナウイルス感
染症による学級閉鎖
等の影響を受けてい
る子育て世帯を支援
するため、給付金を支
給するもの。また、他
の子育て世帯を対象
とした給付金事業と同
様に、円滑に素早く支
給するため、現金給付
とするもの。

R4補正（地）


